
規 則

�愛媛県規則第４６号
愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２１年８月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（沿岸漁業改善資金の貸付け）

第１条 県は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号。以

下「法」という。）、沿岸漁業改善資金助成法施行令（昭和５４年

政令第１２４号）及び沿岸漁業改善資金助成法施行規則（昭和５４年農

林水産省令第２２号）、中小企業者と農林漁業者との連携による事

業活動の促進に関する法律（平成２０年法律第３８号。以下「農商工

等連携促進法」という。）、中小企業者と農林漁業者との連携に

よる事業活動の促進に関する法律施行令（平成２０年政令第２３４号）

及び中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関

する法律第４条第２項第２号イの農業者等が実施する農業改良措

置を支援するための措置等を定める省令（平成２０年農林水産省令

第４８号）並びに農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料として

の利用の促進に関する法律（平成２０年法律第４５号。以下「バイオ

燃料法」という。）及び農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材

料としての利用の促進に関する法律施行令（平成２０年政令第２９６

号）に定めるもののほか、この規則に定めるところにより、法第

３条第１項に規定する沿岸漁業従事者等（以下「沿岸漁業従事者

等」という。）及び農商工等連携促進法第１１条第１項に規定する

認定中小企業者（以下「認定中小企業者」という。）に対して、

経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確保資金

（以下「沿岸漁業改善資金」という。）を貸し付けるものとす

る。

（沿岸漁業改善資金の種類等）

第２条 経営等改善資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付金の一

沿岸漁業従事者等及び一認定中小企業者ごとの限度額及び償還期

間は、次の表のとおりとする。

（沿岸漁業改善資金の貸付け）

第１条 県は、沿岸漁業改善資金助成法（昭和５４年法律第２５号。以

下「法」という。）、沿岸漁業改善資金助成法施行令（昭和５４年

政令第１２４号）及び沿岸漁業改善資金助成法施行規則（昭和５４年農

林水産省令第２２号）

に定めるもののほか、この規則に定めるところにより、

沿岸漁業従事者等

に対して、

経営等改善資金、生活改善資金及び青年漁業者等養成確保資金

（以下「沿岸漁業改善資金」という。）を貸し付けるものとす

る。

（沿岸漁業改善資金の種類等）

第２条 経営等改善資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付金の一

沿岸漁業従事者等 ごとの限度額及び償還期

間は、次の表のとおりとする。
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経営等改善資金

の種類

貸付けの内容 貸付金の限度額 償還期間 経営等改善資金

の種類

貸付けの内容 貸付金の限度額 償還期間

１ 自動操だ装

置その他の操

船作業を省力

化するための

機器、設備又

は装置（以下

「機器等」と

いう。）の設

置に必要な資

金

１ 自動操だ

装置の設置

費用

２ 遠隔操縦

装置の設備

費用

３ レーダー

の設置費用

４ 自動航跡

記録装置の

設置費用

５ ＧＰＳ受

信機の設置

費用

５，０００，０００円（自

動操だ装置を設

置する場合にあ

つては１台につ

き１，０００，０００円、

遠隔操縦装置を

設置する場合に

あつては１台に

つき５００，０００円、

レーダーを設置

する場合にあつ

ては１台につき

１，８００，０００円、自

動航跡記録装置

を設置する場合

にあつては１台

につき１，２００，０００

円、ＧＰＳ受信

機を設置する場

合にあつては１

台につき１，３００，

０００円）

７年以内

（据置期

間１年以

内 を 含

む。）。

ただし、

農商工等

連携促進

法第１３条

の場合に

あつては

９年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）、

バイオ燃

料法第１０

条の場合

にあつて

は９年以

内（据置

期間１年

以内を含

む。）

１ 自動操だ装

置その他の操

船作業を省力

化するための

機器、設備又

は装置（以下

「機器等」と

いう。）の設

置に必要な資

金

１ 自動操だ

装置の設置

費用

２ 遠隔操縦

装置の設備

費用

３ レーダー

の設置費用

４ 自動航跡

記録装置の

設置費用

５ ＧＰＳ受

信機の設置

費用

５，０００，０００円（自

動操だ装置を設

置する場合にあ

つては１台につ

き１，０００，０００円、

遠隔操縦装置を

設置する場合に

あつては１台に

つき５００，０００円、

レーダーを設置

する場合にあつ

ては１台につき

１，８００，０００円、自

動航跡記録装置

を設置する場合

にあつては１台

につき１，２００，０００

円、ＧＰＳ受信

機を設置する場

合にあつては１

台につき１，３００，

０００円）

７年以内

（据置期

間１年以

内 を 含

む。）

２ 動力式つり

機その他漁ろ

う作業を省力

化するための

機器等の設置

に必要な資金

１ 動力式つ

り機の設置

費用

２ ラインホ

ーラー等の

揚縄機の設

置費用

３ ネットホ

ーラー等の

揚網機の設

置費用

４ 漁業用ソ

ナーの設置

費用

５ カラー魚

群探知機の

設置費用

６ 海水冷却

装置の設置

費用

７ 巻取りウ

インチの設

置費用

８ 放電式集

魚灯の設置

５，０００，０００円（動

力式つり機を設

置する場合にあ

つては１セット

につき８００，０００

円、ラインホー

ラー等の揚縄機

を設置する場合

にあつては１台

につき１，２００，０００

円、ネットホー

ラー等の揚網機

を設置する場合

にあつては１台

につき１，２００，０００

円、カラー魚群

探知機を設置す

る場合にあつて

は１台につき１，

５００，０００円、海水

冷却装置を設置

する場合にあつ

ては１台につき

１，８００，０００円、巻

取りウインチを

７年以内

（据置期

間１年以

内 を 含

む。）。

ただし、

農商工等

連携促進

法第１３条

の場合に

あつては

９年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）、

バイオ燃

料法第１０

条の場合

にあつて

は９年以

内（据置

期間１年

以内を含

む。）

２ 動力式つり

機その他漁ろ

う作業を省力

化するための

機器等の設置

に必要な資金

１ 動力式つ

り機の設置

費用

２ ラインホ

ーラー等の

揚縄機の設

置費用

３ ネットホ

ーラー等の

揚網機の設

置費用

４ 漁業用ソ

ナーの設置

費用

５ カラー魚

群探知機の

設置費用

６ 海水冷却

装置の設置

費用

７ 巻取りウ

インチの設

置費用

８ 放電式集

魚灯の設置

５，０００，０００円（動

力式つり機を設

置する場合にあ

つては１セット

につき８００，０００

円、ラインホー

ラー等の揚縄機

を設置する場合

にあつては１台

につき１，２００，０００

円、ネットホー

ラー等の揚網機

を設置する場合

にあつては１台

につき１，２００，０００

円、カラー魚群

探知機を設置す

る場合にあつて

は１台につき１，

５００，０００円、海水

冷却装置を設置

する場合にあつ

ては１台につき

１，８００，０００円、巻

取りウインチを

７年以内

（据置期

間１年以

内 を 含

む。）
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費用

９ 漁業用ク

レーンの設

置費用

設置する場合に

あつては１台に

つき７００，０００円

（漁業共同改善

計画が適当であ

る旨の知事の認

定を受けた者が

貸付けを受ける

場 合 に あ つ て

は、３，０００，０００

円）、放電式集

魚灯を設置する

場合にあつては

１セットにつき

２，０００，０００円、漁

業用クレーンを

設置する場合に

あつては１台に

つき４，０００，０００

円）

費用

９ 漁業用ク

レーンの設

置費用

設置する場合に

あつては１台に

つき７００，０００円

（第５条第１項

ただし書に規定

する

者が

貸付けを受ける

場 合 に あ つ て

は、３，０００，０００

円）、放電式集

魚灯を設置する

場合にあつては

１セットにつき

２，０００，０００円、漁

業用クレーンを

設置する場合に

あつては１台に

つき４，０００，０００

円）

３ 前２号に規

定する機器等

を駆動し、又

は作動させる

ための補機関

その他の機器

等の設置に必

要な資金

１ 補 機 関

（動力取出

し装置付き

推進機関を

含む。以下

同じ。）の

設置費用

２ 油圧装置

の設置費用

５，０００，０００円（補

機関を設置する

場合にあつては

１台につき４，００

０，０００円、油圧装

置を設置する場

合にあつては１

台につき１，０００，

０００円）

７年以内

（据置期

間１年以

内 を 含

む。）。

ただし、

農商工等

連携促進

法第１３条

の場合に

あつては

９年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）、

バイオ燃

料法第１０

条の場合

にあつて

は９年以

内（据置

期間１年

以内を含

む。）

３ 前２号に規

定する機器等

を駆動し、又

は作動させる

ための補機関

その他の機器

等の設置に必

要な資金

１ 補 機 関

（動力取出

し装置付き

推進機関を

含む。以下

同じ。）の

設置費用

２ 油圧装置

の設置費用

５，０００，０００円（補

機関を設置する

場合にあつては

１台につき４，００

０，０００円、油圧装

置を設置する場

合にあつては１

台につき１，０００，

０００円）

７年以内

（据置期

間１年以

内 を 含

む。）

４ 推進機関そ

の他の漁船に

設置される機

器 等 で あ つ

て、通常の型

式のもの又は

通常の方式に

１ 漁船用環

境高度対応

機関（社団

法人海洋水

産システム

協会（平成

１３年５月２５

２５，０００，０００円（漁

船用環境高度対

応機関を設置す

る場合にあつて

は １ 台 に つ き

２４，０００，０００円、

定速装置を設置

７年以内

（据置期

間１年以

内 を 含

む。）。

ただし、

農商工等

４ 推進機関そ

の他の漁船に

設置される機

器 等 で あ つ

て、通常の型

式のもの又は

通常の方式に

１ 漁船用環

境高度対応

機関（社団

法人海洋水

産システム

協会（平成

１３年５月２５

１３，０００，０００円（漁

船用環境高度対

応機関を設置す

る場合にあつて

は １ 台 に つ き

１２，０００，０００円、

定速装置を設置

７年以内

（据置期

間１年以

内 を 含

む。）
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よるものと比

較して燃料油

の消費が節減

されるものの

設置に必要な

資金

日に社団法

人海洋水産

システム協

会という名

称で設立さ

れた法人を

いう。）が

漁船用環境

高度対応機

関として型

式認定した

漁船用推進

機 関 を い

う。以下同

じ。）の設

置費用

２ 定速装置

の設置費用

する場合にあつ

ては１台につき

１，２００，０００円）

連携促進

法第１３条

の場合に

あつては

９年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）、

バイオ燃

料法第１０

条の場合

にあつて

は９年以

内（据置

期間１年

以内を含

む。）

よるものと比

較して燃料油

の消費が節減

されるものの

設置に必要な

資金

日に社団法

人海洋水産

システム協

会という名

称で設立さ

れた法人を

いう。）が

漁船用環境

高度対応機

関として型

式認定した

漁船用推進

機 関 を い

う。以下同

じ。）の設

置費用

２ 定速装置

の設置費用

する場合にあつ

ては１台につき

１，２００，０００円）

５ 農林水産大

臣が定める基

準に基づき、

農林水産大臣

が定める種類

に属する水産

動植物の養殖

の技術（以下

「養殖技術」

という。）又

は農林水産大

臣が定める養

殖技術を導入

する場合にお

いて、当該養

殖技術により

水産動植物の

養殖を行うの

に必要な資金

１ 養殖施設

の設置費用

２ 種苗の購

入費用又は

生産費用
じ

３ 餌料の購

入費用

４，０００，０００円 ４年以内

（据置期

間２年以

内 を 含

む。）。

ただし、

農商工等

連携促進

法第１３条

の場合に

あつては

５年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）、

バイオ燃

料法第１０

条の場合

にあつて

は５年以

内（据置

期間２年

以内を含

む。）

５ 農林水産大

臣が定める基

準に基づき、

農林水産大臣

が定める種類

に属する水産

動植物の養殖

の技術（以下

「養殖技術」

という。）又

は農林水産大

臣が定める養

殖技術を導入

する場合にお

いて、当該養

殖技術により

水産動植物の

養殖を行うの

に必要な資金

１ 養殖施設

の設置費用

２ 種苗の購

入費用又は

生産費用
じ

３ 餌料の購

入費用

４，０００，０００円 ４年以内

（据置期

間２年以

内 を 含

む。）

６ 農林水産大

臣が定める基

準に基づき、

水産資源の管

理に関する取

決めを締結し

て水産資源を

合理的かつ総

合的に利用す

１ 水産資源

の管理に関

する取決め

に基づき、

資源管理措

置（水産資

源を管理す

るための漁

具又は漁法

１２，０００，０００円 １０年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）。

ただし、

農商工等

連携促進

法第１３条

６ 農林水産大

臣が定める基

準に基づき、

水産資源の管

理に関する取

決めを締結し

て水産資源を

合理的かつ総

合的に利用す

１ 水産資源

の管理に関

する取決め

に基づき、

資源管理措

置（水産資

源を管理す

るための漁

具又は漁法

１２，０００，０００円 １０年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）
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る漁業生産方

式の導入（当

該漁業生産方

式の導入と併

せ行う水産物

の合理的な加

工方式の導入

を含む。）を

行うために必

要な機器等の

購入又は設置

に必要な資金

の制限、操

業時間又は

操業期間の

制限、禁漁

区 域 の 設

定、採補で

きる水産動

物の体長の

制限等をい

う。以下同

じ。）を実

施するのに

必要な改良

漁具、漁法

転 換 用 漁

具、漁ろう

機器等の購

入費用又は

設置費用

２ 資源管理

措置と併せ

て 、 低 利

用・未利用

資源の開発

及び利用並

びに漁獲物

の付加価値

の向上を行

う場合にお

ける次に掲

げる費用

� 低 利

用・未利

用資源の

開発及び

利用を行

うのに必

要 な 漁

具、漁ろ

う機器等

の購入費

用又は設

置費用

� 漁獲物

の付加価

値の向上

を行うの

に必要な

活魚出荷

のための

船上活魚

装置、蓄

養施設等

の場合に

あつては

１２年以内

（据置期

間５年以

内 を 含

む。）、

バイオ燃

料法第１０

条の場合

にあつて

は１２年以

内（据置

期間３年

以内を含

む。）

る漁業生産方

式の導入（当

該漁業生産方

式の導入と併

せ行う水産物

の合理的な加

工方式の導入

を含む。）を

行うために必

要な機器等の

購入又は設置

に必要な資金

の制限、操

業時間又は

操業期間の

制限、禁漁

区 域 の 設

定、採補で

きる水産動

物の体長の

制限等をい

う。以下同

じ。）を実

施するのに

必要な改良

漁具、漁法

転 換 用 漁

具、漁ろう

機器等の購

入費用又は

設置費用

２ 資源管理

措置と併せ

て 、 低 利

用・未利用

資源の開発

及び利用並

びに漁獲物

の付加価値

の向上を行

う場合にお

ける次に掲

げる費用

� 低 利

用・未利

用資源の

開発及び

利用を行

うのに必

要 な 漁

具、漁ろ

う機器等

の購入費

用又は設

置費用

� 漁獲物

の付加価

値の向上

を行うの

に必要な

活魚出荷

のための

船上活魚

装置、蓄

養施設等
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又は加工

のための

設備（加

工機械、

選別機、

洗浄機、

包装機、

冷凍冷蔵

庫等を含

む。）の

設置費用

又は加工

のための

設備（加

工機械、

選別機、

洗浄機、

包装機、

冷凍冷蔵

庫等を含

む。）の

設置費用

７ 農林水産大

臣が定める基

準に基づき、

漁場の保全に

関する取決め

を締結して養

殖業の生産行

程を総合的に

改善する漁業

生産方式の導

入を行うため

に必要な機器

等（資材を含

む。）の購入

又は設置に必

要な資金

漁場の保全に

関する取組に

基づき、養殖

密度を適正化
じ

し、投餌の内

容、量又は方

法を改善し、

及び漁網防汚

剤その他の薬

品の使用を適

正化する場合

における次に

掲げる費用

１ 養殖漁場

環境の悪化

防止を目的
じ

として投餌

の内容、量

又は方法の

改善を行う

のに必要な

造粒機、自
じ

動給餌機、

飼料倉庫等

の購入費用

又は設置費

用

２ 養殖魚の

安全性の確

保を目的と

して漁網防

汚剤を使用

しないで養

殖を行うの

に必要な高

耐波性生け

す、金網生

けす、自動

網生けす洗

浄機、付着

物駆除用生

２０，０００，０００円（漁

場環境適正化管

理協定に基づく

取 組 に あ つ て

は、１２，０００，０００

円）

１０年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）。

ただし、

農商工等

連携促進

法第１３条

の場合に

あつては

１２年以内

（据置期

間５年以

内 を 含

む。）、

バイオ燃

料法第１０

条の場合

にあつて

は１２年以

内（据置

期間３年

以内を含

む。）

７ 農林水産大

臣が定める基

準に基づき、

漁場の保全に

関する取決め

を締結して養

殖業の生産行

程を総合的に

改善する漁業

生産方式の導

入を行うため

に必要な機器

等（資材を含

む。）の購入

又は設置に必

要な資金

漁場の保全に

関する取組に

基づき、養殖

密度を適正化
じ

し、投餌の内

容、量又は方

法を改善し、

及び漁網防汚

剤その他の薬

品の使用を適

正化する場合

における次に

掲げる費用

１ 養殖漁場

環境の悪化

防止を目的
じ

として投餌

の内容、量

又は方法の

改善を行う

のに必要な

造粒機、自
じ

動給餌機、

飼料倉庫等

の購入費用

又は設置費

用

２ 養殖魚の

安全性の確

保を目的と

して漁網防

汚剤を使用

しないで養

殖を行うの

に必要な高

耐波性生け

す、金網生

けす、自動

網生けす洗

浄機、付着

物駆除用生

２０，０００，０００円（漁

場環境適正化管

理協定に基づく

取 組 に あ つ て

は、１２，０００，０００

円）

１０年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）
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物培養器、

酸素供給装

置、水流発

生装置、ば

つ気装置等

の設置費用

３ １又は２

に規定する

機器等の購

入又は設置

に関連して
じ

必要な餌料

成 分 分 析

機、水質測

定機、底質

測定機、残

留 検 査 機

器、肉質検

査機器、蓄

養施設、医

薬 品 、 飼

料、水産廃

棄物高度処

理機、ワク

チン注射装

置、固形物

回収装置、

水 質 ロ ガ

ー、漁業管

理ソフト等

の購入費用

又は設置費

用

物培養器、

酸素供給装

置、水流発

生装置、ば

つ気装置等

の設置費用

３ １又は２

に規定する

機器等の購

入又は設置

に関連して
じ

必要な餌料

成 分 分 析

機、水質測

定機、底質

測定機、残

留 検 査 機

器、肉質検

査機器、蓄

養施設、医

薬 品 、 飼

料、水産廃

棄物高度処

理機、ワク

チン注射装

置、固形物

回収装置、

水 質 ロ ガ

ー、漁業管

理ソフト等

の購入費用

又は設置費

用

８～１３ 省略 ８～１３ 省略

２ 省略

３ 青年漁業者等養成確保資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付

金の一沿岸漁業従事者等ごとの限度額及び償還期間は、次の表の

とおりとする。

２ 省略

３ 青年漁業者等養成確保資金の種類及び貸付けの内容並びに貸付

金の一沿岸漁業従事者等ごとの限度額及び償還期間は、次の表の

とおりとする。

青年漁業者等養

成確保資金の種

類

貸付けの内容 貸付金の限度額 償還期間 青年漁業者等養

成確保資金の種

類

貸付けの内容 貸付金の限度額 償還期間

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 農林水産大

臣が定める基

準に基づき、

青年漁業者又

はその組織す

る団体が近代

的な沿岸漁業

の経営を自ら

行う場合に当

該経営を開始

漁船の建造、

取得又は改造

の費用、機器

又は施設の設

置費用及び漁
じ

具、種苗、餌

料等の購入費

用。ただし、

漁船の建造又

は取得の費用

２０，０００，０００円（漁

業共同改善計画

が適当である旨

の知事の認定を

受けた者が貸付

けを受ける場合

にあつては５０，０

００，０００円、一の

区分された沿岸

漁業部門の経営

１０年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）。

ただし、

バイオ燃

料法第１０

条の場合

にあつて

３ 農林水産大

臣が定める基

準に基づき、

青年漁業者又

はその組織す

る団体が近代

的な沿岸漁業

の経営を自ら

行う場合に当

該経営を開始

漁船の建造、

取得又は改造

の費用、機器

又は施設の設

置費用及び漁
じ

具、種苗、餌

料等の購入費

用。ただし、

漁船の建造又

は取得の費用

２０，０００，０００円（第

５条第１項ただ

し書に規定する

者が貸付

けを受ける場合

にあつては５０，０

００，０００円、一の

区分された沿岸

漁業部門の経営

１０年以内

（据置期

間３年以

内 を 含

む。）
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するのに必要

な資金

は、沿岸漁業

を承継した者

又はこれを承

継することが

見込まれる者

については、

対 象 と し な

い。

を新たに開始す

る場合にあつて

は８，０００，０００円）

は１２年以

内（据置

期間３年

以内を含

む。）

するのに必要

な資金

は、沿岸漁業

を承継した者

又はこれを承

継することが

見込まれる者

については、

対 象 と し な

い。

を新たに開始す

る場合にあつて

は８，０００，０００円）

（貸付金の合計額の限度）

第３条 一沿岸漁業従事者等及び一認定中小企業者ごとの貸付金の

合計額の限度は、５，０００万円とする。ただし、知事が特別の理由が

あると認めたときは、その認めた額とする。

（借受資格）

第５条 沿岸漁業改善資金の借受者たる資格を有する者は、次の各

号に掲げる者であつて、各資金の種類に属する貸付けの内容に係

る事業等を適正に実施することが見込まれる者として貸付基準に

定めるものとする。

� 沿岸漁業

の従事者

�・� 省略

� 農商工等連携促進法第４条第２項第２号ハに規定する措置を

行う認定中小企業者であつて、次のいずれにも該当しないもの

ア 金融業又は保険業を営むもの

イ 融資機関から取引の停止の措置を受けているもの又は手形

若しくは小切手の不渡りがあつたときから６箇月を経過して

いないもの

ウ 暴力的不法行為を行うもの

エ 申込みに際し、金融業等を営む者への仲立ち、取次ぎ等の

活動を行う第三者を関与させ、又は関与させようとするもの

オ 事業を行うに当たり法令上必要となる行政機関の許認可等

を受けないで、当該事業を行つているもの

２ 省略

（貸付けの申請）

第７条 沿岸漁業改善資金の貸付けを受けようとする者は、沿岸漁

業改善資金貸付申請書（様式第１号。以下「貸付申請書」とい

う。）に沿岸漁業改善資金貸付対象事業計画書（様式第２号）

（農商工等連携促進法第２条第４項に規定する農商工等連携事業

（以下「農商工等連携事業」という。）にあつては農商工等連携

促進法第５条第３項に規定する認定農商工等連携事業計画を、バ

イオ燃料法第２条第３項に規定する生産製造連携事業にあつては

バイオ燃料法第５条第２項に規定する認定生産製造連携事業計画

を含む。）を添え、その者（認定中小企業者の場合にあつては、

農商工等連携事業を連携して実施する沿岸漁業従事者等）の住所

地をその地区内に含む漁業協同組合（以下「漁業協同組合」とい

う。）及び所轄の地方局長（以下「地方局長」という。）を経由

して知事に提出しなければならない。この場合において、貸付け

を受けようとする者が漁業協同組合若しくは漁業生産組合である

（貸付金の合計額の限度）

第３条 一沿岸漁業従事者等 ごとの貸付金の

合計額の限度は、５，０００万円とする。ただし、知事が特別の理由が

あると認めたときは、その認めた額とする。

（借受資格）

第５条 沿岸漁業改善資金の借受者たる資格を有する者は、次の各

号に掲げる者であつて、各資金の種類に属する貸付けの内容に係

る事業等を適正に実施することが見込まれる者として貸付基準に

定めるものとする。ただし、経営等改善資金及び青年漁業者等養

成確保資金にあつては、総トン数１０トン以上２０トン未満の動力漁

船を使用して水産動植物の採捕の事業を行う者のうち、その作成

した漁業共同改善計画が適当である旨の知事の認定を受けた者を

含むものとする。

� 沿岸漁業（総トン数１０トン以上２０トン未満の動力漁船を使用

して行う水産動植物の採捕の事業を除く。以下この項において

同じ。）の従事者

�・� 省略

２ 省略

（貸付けの申請）

第７条 沿岸漁業改善資金の貸付けを受けようとする者は、沿岸漁

業改善資金貸付申請書（様式第１号。以下「貸付申請書」とい

う。）に沿岸漁業改善資金貸付対象事業計画書（様式第２号）

を添え、その者

の住所

地をその地区内に含む漁業協同組合（以下「漁業協同組合」とい

う。）及び所轄の地方局長（以下「地方局長」という。）を経由

して知事に提出しなければならない。この場合において、貸付け

を受けようとする者が漁業協同組合若しくは漁業生産組合である
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とき、又は貸付申請書を漁業協同組合を経由して提出することが

できないものであるときは、地方局長を経由して知事に提出する

ものとする。

２・３ 省略

（事業実施報告書等）

第１１条 省略

２・３ 省略

４ 第２項の場合において、借受者が第２条第１項の表第１号、第

３号、第４号及び第９号から第１１号まで、同条第２項の表第３号

並びに同条第３項の表第３号に掲げる資金の借受者であつて、当

該貸付けについて、次の表の左欄に掲げる貸付けの条件のいずれ

かに該当する条件を付されている者であるときには、同表の中欄

に掲げる区分に応じ、同表の右欄に掲げる証明書等の写しを事業

実施報告書に添付するものとする。ただし、検査官の合格を証す

る成績表の写しをもつてこれに代えることができる。

とき、又は貸付申請書を漁業協同組合を経由して提出することが

できないものであるときは、地方局長を経由して知事に提出する

ものとする。

２・３ 省略

（事業実施報告書等）

第１１条 省略

２・３ 省略

４ 第２項の場合において、借受者が第２条第１項の表第１号、第

３号、第４号及び第９号から第１１号まで、同条第２項の表第３号

並びに同条第３項の表第３号に掲げる資金の借受者であつて、当

該貸付けについて、次の表の左欄に掲げる貸付けの条件のいずれ

かに該当する条件を付されている者であるときには、同表の中欄

に掲げる区分に応じ、同表の右欄に掲げる証明書等の写しを事業

実施報告書に添付するものとする。ただし、検査官の合格を証す

る成績表の写しをもつてこれに代えることができる。

１ 機器等につき船舶安全法（昭

和８年法律第１１号）第６条第３

項の予備検査を受け、これに合

格するか、又は船舶安全法施行

規則（昭和３８年運輸省令第４１

号）第６５条の６第１項の準備検

査を受け、基準に適合している

ことの確認を受けること。

� 省略 １ 機器等につき船舶安全法（昭

和８年法律第１１号）第６条第３

項の予備検査を受け、これに合

格するか、又は船舶安全法施行

規則（昭和３８年運輸省令第４１

号）第６５条の３ の準備検

査を受け、基準に適合している

ことの確認を受けること。

� 省略

� 省略 � 省略

２・３ 省略 ２・３ 省略

様式第１号（第７条関係） 沿岸漁業改善資金貸付申請書 様式第１号（第７条関係） 沿岸漁業改善資金貸付申請書

省略 省略

連

帯

保

証

人

住所 氏名 申請

者と

の関

係

住所 氏名 申請

者と

の関

係

住所 氏名 申請

者と

の関

係

連

帯

保

証

人

住所 氏名 申請者との

関係

住所 氏名 申請者との

関係

償

還

計

画

１

年

目

２

年

目

３

年

目

４

年

目

５

年

目

６

年

目

７

年

目

８

年

目

９

年

目

１０

年

目

１１

年

目

１２

年

目

償

還

計

画

１

年

目

２

年

目

３

年

目

４

年

目

５

年

目

６

年

目

７

年

目

８

年

目

９

年

目

１０

年

目

月

日

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

月

日

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

償

還

額

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

千

円

省略 省略

注 省略

様式第２号（第７条関係） 沿岸漁業改善資金貸付対象事業計画書

様式第２号（その１）

注 省略

様式第２号（第７条関係） 沿岸漁業改善資金貸付対象事業計画書

様式第２号（その１）

省略 省略

総

括

表

申請者の氏

名又は名称

購入設置する機器等 購入設

置費

総

括

表

申請者の氏

名又は名称

購入設置する機器等 購入設

置費

申請

額種類名称 台 数

（セツト）

単価 種類名称 台 数

（セツト）

単価

円 千円 円 千円 千円

愛 媛 県 報平成２１年８月４日 第２０８８号
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記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、申請者の氏

名又は名称欄に連携する沿岸漁業従事者等の氏名

又は名称を括弧書きで記載すること。

設

置

計

画

資金

種類

の別

機器

等の

種類

名称

メーカ

ー型式

名称

メーカ

ー名称

及び施

工者名

称

機器

等の

内容

装備する

漁船

購入又

は設置

の予定

時期

設

置

計

画

資金

種類

の別

機器

等の

種類

名称

メー

カー

型式

名称

メーカ

ー名称

及び施

工者名

称

機器

等の

内容

員

数

装備する

漁船

購入又

は設置

の予定

時期

登録

番号

登録

番号

船名 船名

総ト

ン数

総ト

ン数

漁業

種類

漁業

種類

進水

年月

日

進水

年月

日

所有

者氏

名

所有

者氏

名

記載要領 １ 資金種類の別欄は、愛媛県沿岸漁業改善資

金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）第

２条第１項の表第１号から第４号まで及び第

８号から第１３号までに掲げる資金の種類を記

載すること。

２～４ 省略

５ 機器等の内容欄は、機器等の性能及び出

力、制御する施設の出力又は工事の内容及び

範囲等を記載すること。

記載要領 １ 資金種類の別欄は、愛媛県沿岸漁業改善資

金貸付規則（昭和５４年愛媛県規則第８２号）第

２条第１項の表第１号から第４号まで及び第

８号から第１１号までに掲げる資金の種類を記

載すること。

２～４ 省略

資

金

計

画

資金調達方法 資

金

計

画

購入設置費 資金調達方法

沿岸漁業改善資金 自己資金 その他 沿岸漁業改善資金 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

注 １ この計画書は、愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則第２

条第１項の表第１号から第４号まで及び第８号から第１３

号までに掲げる資金の場合に使用すること。

２ 省略

３ 次の書類（申請者が認定中小企業者の場合は、�の書

類を除く。）を添付すること。ただし、愛媛県沿岸漁業

改善資金貸付規則第２条第１項の表第８号から第１２号ま

でに掲げる資金の場合には、�の書類は、添付を省略す

ることができる。

�・� 省略

別紙 省略

様式第２号（その２）

注 １ この計画書は、愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則第２

条第１項の表第１号から第４号まで及び第８号から第１１

号までに掲げる資金の場合に使用すること。

２ 省略

３ 次の書類

を添付すること。ただし、愛媛県沿岸漁業

改善資金貸付規則第２条第１項の表第８号から第１１号ま

でに掲げる資金の場合には、�の書類は、添付を省略す

ることができる。

�・� 省略

別紙 省略

様式第２号（その２）

省略 省略

総

括

表

省略 総

括

表

省略

養殖水産動植

物の種類

養殖水産動植

物の種類

申請額 千円

愛 媛 県 報平成２１年８月４日 第２０８８号
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省略 省略

記載要領 １ 申請者が認定中小企業者の場合は、申請者

の氏名又は名称欄に連携する沿岸漁業従事者

等の氏名又は名称を括弧書きで記載するこ

と。

２ 申請者が認定中小企業者の場合は、連携す

る沿岸漁業従事者等の取組内容を記載するこ

と。

３ 省略

４ 省略

記載要領

１ 省略

２ 省略

資

金

計

画

資金調達方法 資

金

計

画

購入設置費 資金調達方法

沿岸漁業改善資金 自己資金 その他 沿岸漁業改善資金 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

注 １・２ 省略

３ 様式第２号（その１）別紙の収支計画書を添付するこ

と。ただし、申請者が認定中小企業者の場合は、添付を

要しない。

様式第２号（その３）

注 １・２ 省略

３ 様式第２号（その１）別紙の収支計画書を添付するこ

と。

様式第２号（その３）

省略 省略

総

括

表

申請者の氏

名又は名称

購入設置する機器等 購入設置

費

総

括

表

申請者の氏

名又は名称

購入設置する機器等 購入設

置費

申請額

種類名称 台数 単価 種類名称 台数 単価

円 千円 円 千円 千円

記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、申請者の氏

名又は名称欄に連携する沿岸漁業従事者等の氏名

又は名称を括弧書きで記載すること。

実

施

計

画

１ 資

源管

理措

置

� 資源管理の内容 実

施

計

画

１ 資

源管

理措

置

� 資源管理の内容

省略 省略

その他 その他

記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、連

携する沿岸漁業従事者等の取組内容を記

載すること。

� 省略 � 省略

２ 低

利用・

未利

用資

源の

開発

及び

利用

� 低利用・未利用資源の開発及び利用の内容 ２ 低

利用・

未利

用資

源の

開発

及び

利用

� 低利用・未利用資源の開発及び利用の内容

省略 省略

開発及び利

用の方法

開発及び利

用の方法

記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、連

携する沿岸漁業従事者等の取組内容を記

載すること。

� 省略 � 省略

３ 付

加価

値向

上

� 活

魚出

荷を

行う

場合

ア 活魚出荷の内容 ３ 付

加価

値向

上

� 活

魚出

荷を

行う

場合

ア 活魚出荷の内容

省略 省略

活魚出荷の

方法

活魚出荷の

方法

記載要領 申請者が認定中小企業者の場

合は、連携する沿岸漁業従事者

等及び認定中小企業者のそれぞ

愛 媛 県 報平成２１年８月４日 第２０８８号
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れの取組内容を記載すること。

イ 省略 イ 省略

� 加

工を

行う

場合

ア 加工の内容 � 加

工を

行う

場合

ア 加工の内容

省略 省略

加工の方法 加工の方法

記載要領 申請者が認定中小企業者の場

合は、連携する沿岸漁業従事者

等及び認定中小企業者のそれぞ

れの取組内容を記載すること。

イ 省略 イ 省略

資

金

計

画

資金調達方法 資

金

計

画

購入設置費 資金調達方法

沿岸漁業改善資金 自己資金 その他 沿岸漁業改善資金 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

注１・２ 省略

３ 資源管理に関する取決めの写し及び様式第２号（その

１）別紙の収支計画書を添付すること。ただし、申請者が

認定中小企業者の場合は、同様式（その１）別紙の収支計

画書の添付を要しない。

様式第２号（その４）

注１・２ 省略

３ 資源管理に関する取決めの写し及び様式第２号（その

１）別紙の収支計画書を添付すること。

様式第２号（その４）

省略 省略

総

括

表

申請者の氏

名又は名称

購入設置する機器等 購入設置

費

総

括

表

申請者の氏

名又は名称

購入設置する機器等 購入設

置費

申請額

種類名称 台数 単価 種類名称 台数 単価

円 千円 円 千円 千円

記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、申請者の氏

名又は名称欄に連携する沿岸漁業従事者等の氏名

又は名称を括弧書きで記載すること。

実

施

計

画

１ 漁

場環

境適

正化

管理

の内

容

省略 実

施

計

画

１ 漁

場環

境適

正化

管理

の内

容

省略

その他 その他

記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、連

携する沿岸漁業従事者等の取組内容を記

載すること。

２ 養

殖漁

場環

境の

悪化

防止

措置

じ

� 投餌の内容、量又は方法の改善の内容 ２ 養

殖漁

場環

境の

悪化

防止

措置

じ

� 投餌の内容、量又は方法の改善の内容

省略 省略

改善後の投
じ

餌の状況

改善後の投
じ

餌の状況

記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、連

携する沿岸漁業従事者等の取組内容を記

載すること。

� 省略 � 省略

３ 養

殖魚

の安

全性

の確

� 薬品又は漁網防汚剤の使用の適正化の内容 ３ 養

殖魚

の安

全性

の確

� 薬品又は漁網防汚剤の使用の適正化の内容

省略 省略

改善後の使

用状況

改善後の使

用状況

記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、連
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保措

置

携する沿岸漁業従事者等の取組内容を記

載すること。

保措

置

� 薬品又は漁網防汚剤の使用適正化に必要な機

器等

� 薬品又は漁網防汚剤の使用適正化に必要な機

器等

種 類 省略 種 類 省略

記載要領 申請者が認定中小企業者の場合は、連

携する沿岸漁業従事者等の取組内容を記

載すること。

４ 省略 ４ 省略

資

金

計

画

資金調達方法 資

金

計

画

購入設置費 資金調達方法

沿岸漁業改善資金 自己資金 その他 沿岸漁業改善資金 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

注１～３ 省略

４ 認定漁場改善計画又は漁場環境適正化管理協定の写し及

び様式第２号（その１）別紙の収支計画書を添付するこ

と。ただし、申請者が認定中小企業者の場合は、同様式

（その１）別紙の収支計画書の添付を要しない。

様式第２号（その５）

注１～３ 省略

４ 認定漁場改善計画又は漁場環境適正化管理協定の写し及

び様式第２号（その１）別紙の収支計画書を添付するこ

と。

様式第２号（その５）

省略 省略

資

金

計

画

総事業費 資金調達方法 資

金

計

画

総事業費 資金調達方法 備考

沿岸漁業改善資金 自己資金 その他 沿岸漁業改善資金 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

記載要領 備考欄は、過去における住宅金融公庫及び独立

行政法人住宅金融支援機構からの資金の借入れの

有無等を記載すること。

省略 省略

注 省略

様式第２号（その６）

注 省略

様式第２号（その６）

省略 省略

資

金

計

画

総事業費 資金調達方法 資

金

計

画

総事業費 資金調達方法 備考

沿岸漁業改善資金 自己資金 その他 沿岸漁業改善資金 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

省略 省略

注 省略

様式第２号（その７）

注 省略

様式第２号（その７）

省略 省略

総

括

表

省略 総

括

表

省略

申請額 人 千円

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第２号（その８）

注 省略

様式第２号（その８）

省略 省略
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総

括

表

申請者の氏

名又は名称

購入する機器等 購入費 総

括

表

申請者の氏

名又は名称

購入する機器等 購入費 申請額

種類名称 台数 単価 種類名称 台数 単価

円 千円 円 千円 千円

省略 省略

資

金

計

画

資金調達方法 資

金

計

画

購入費 資金調達方法

沿岸漁業改善資金 自己資金 その他 沿岸漁業改善資金 自己資金 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

注 省略

様式第２号（その９）

注 省略

様式第２号（その９）

省略 省略

総

括

表

省略 総

括

表

省略

開始する漁業

の種類

開始する漁業

の種類

申請額 千円

省略 省略

省略 省略

資

金

計

画

年次 事業の内容 資金調達方法 資

金

計

画

年次 事業の内容 資金調達方法 備

考機器等

の種類

金 額 沿岸漁業改

善資金

自己資

金

その他 機器等

の種類

金 額 沿岸漁業改

善資金

自己

資金

その

他

１年目 千円 千円 千円 千円 １年目 千円 千円 千円 千円

２年目 千円 千円 千円 千円 ２年目 千円 千円 千円 千円

３年目 千円 千円 千円 千円 ３年目 千円 千円 千円 千円

合計 千円 千円 千円 千円 合計 千円 千円 千円 千円

省略 省略

注 省略

様式第２号（その１０）

注 省略

様式第２号（その１０）

省略 省略

総

括

表

省略 総

括

表

省略

養殖水産動植

物の種類

養殖水産動植

物の種類

申請額 千円

省略 省略

省略 省略

資

金

計

画

年次 事業内容 資金調達方法 資

金

計

画

年次 事業内容 資金調達方法 備

考機器等

の種類

金 額 沿岸漁業改

善資金

自己資

金

その他 機器等

の種類

金 額 沿岸漁業改

善資金

自己

資金

その

他

１年目 千円 千円 千円 千円 １年目 千円 千円 千円 千円

２年目 千円 千円 千円 千円 ２年目 千円 千円 千円 千円

３年目 千円 千円 千円 千円 ３年目 千円 千円 千円 千円

合計 千円 千円 千円 千円 合計 千円 千円 千円 千円

省略 省略

注 省略

様式第２号（その１１）

注 省略

様式第２号（その１１）

省略 省略

総

括

表

省略 総

括

表

省略

開始する漁業

の種類

開始する漁業

の種類

申請額 千円
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省略 省略

省略 省略

資

金

計

画

年次 事業内容 資金調達方法 資

金

計

画

年次 事業内容 資金調達方法 備

考機器等

の種類

金 額 沿岸漁業改

善資金

自己資

金

その他 機器等

の種類

金 額 沿岸漁業改

善資金

自己

資金

その

他

１年目 千円 千円 千円 千円 １年目 千円 千円 千円 千円

２年目 千円 千円 千円 千円 ２年目 千円 千円 千円 千円

３年目 千円 千円 千円 千円 ３年目 千円 千円 千円 千円

合計 千円 千円 千円 千円 合計 千円 千円 千円 千円

注 省略

様式第２号（その１２）

注 省略

様式第２号（その１２）

省略 省略

総

括

表

省略 総

括

表

省略

開始する漁業

の種類

開始する漁業

の種類

申請額 千円

省略 省略

省略 省略

資

金

計

画

年次 事業内容 資金調達方法 資

金

計

画

年次 事業内容 資金調達方法 備

考機器等

の種類

金 額 沿岸漁業改

善資金

自己資

金

その他 機器等

の種類

金 額 沿岸漁業改

善資金

自己

資金

その

他

１年目 千円 千円 千円 千円 １年目 千円 千円 千円 千円

２年目 千円 千円 千円 千円 ２年目 千円 千円 千円 千円

３年目 千円 千円 千円 千円 ３年目 千円 千円 千円 千円

合計 千円 千円 千円 千円 合計 千円 千円 千円 千円

注 省略

様式第３号（第８条関係） 沿岸漁業改善資金貸付決定通知書

注 省略

様式第３号（第８条関係） 沿岸漁業改善資金貸付決定通知書

省略 省略

償

還

方

法

償還期日 金額 摘要 償

還

方

法

償還期日 金額 摘要

省略 省略

第１０回 年 月 日 省略 第１０回 年 月 日 省略

第１１回 年 月 日 千円

第１２回 年 月 日 千円

省略 省略

省略 省略

様式第５号（第９条関係） 沿岸漁業改善資金借用証書

（表）

様式第５号（第９条関係） 沿岸漁業改善資金借用証書

（表）

※受理年月日 年 月 日 ※受理年月日 年 月 日

収入印紙 貸付 番 号 第 号 収入印紙 貸付 番 号 第 号

ちよう付欄 決定 年 月 日 年 月 日 添付欄 決定 年 月 日 年 月 日

沿岸漁業改善資金借用証書 沿岸漁業改善資金借用証書

省略 省略

借入金額 償還期

日及び

償還額

省略 借入金額 償還期

日及び

償還額

省略

千円 第１０回 省略 千円 第１０回 省略

償還期限 第１１回 年 月 日 千円 償還期限

年 月 日 第１２回 年 月 日 千円 年 月 日
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省略 省略

注 省略

（裏）

注 省略

（裏）

沿岸漁業改善資金借用証書特約条項

（期限前償還）

第１条 愛媛県（以下「甲」という。）は、沿岸漁業改善資

金の貸付けを受けた者（以下「乙」という。）が次の各号

のいずれかに該当すると認め、期限前償還の請求をした場

合には、償還期限（分割支払の場合の各支払期日を含む。

以下同じ。）にかかわらず、乙に対し直ちに債務の全部又

は一部を弁済させる。

�・� 省略

� 仮差押え、差押え、競売、破産手続開始、再生手続開

始、更生手続開始又は特別清算開始の申立てがあつたと

き。

� 支払を停止し、若しくは手形交換所による取引停止処分

を受けたとき、又は清算を開始したとき。

� 租税公課を滞納して督促又は保全差押えを受けたとき。

� 甲に数個の債務を負う場合において、その一つでも期限

に弁済しなかつたとき。

� この借入金により改良し、又は取得した機器等が貸付け

の目的に反して使用され、譲渡され、交換され、貸し付

けられ、若しくは担保に供され、又は公用収用されたと

き。

� 省略

	 省略

第２条～第９条 省略

沿岸漁業改善資金借用証書特約条項

（期限前償還）

第１条 愛媛県（以下「甲」という。）は、沿岸漁業改善資

金の貸付けを受けた者（以下「乙」という。）が次の各号

のいずれかに該当すると認め、期限前償還の請求をした場

合には、償還期限（分割支払の場合の各支払期日を含む。

以下同じ。）にかかわらず、乙に対し直ちに債務の全部又

は一部を弁済させる。

�・� 省略

� 省略

� 省略

第２条～第９条 省略

様式第７号（第１２条関係） 沿岸漁業改善資金償還金支払猶予申請

書

様式第７号（第１２条関係） 沿岸漁業改善資金償還金支払猶予申請

書

省略 省略

当初の

償還方

法

償還期日 金額 当初の

償還方

法

償還期日 金額

省略 省略

第１０回 省略 第１０回 省略

第１１回 年 月 日 千円

第１２回 年 月 日 千円

変更後

の償還

方法

償還期日 金額 変更後

の償還

方法

償還期日 金額

省略 省略

第１０回 省略 第１０回 省略

第１１回 年 月 日 千円

第１２回 年 月 日 千円

省略 省略

注 省略

様式第８号（第１３条関係） 沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定

通知書

注 省略

様式第８号（第１３条関係） 沿岸漁業改善資金償還金支払猶予決定

通知書

省略 省略

当初の

償還方

法

償還期日 金額 当初の

償還方

法

償還期日 金額

省略 省略

第１０回 省略 第１０回 省略
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告 示

�愛媛県告示第１０１５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

東温市下林、則之内、松瀬川及び井内地域に係る県営土地改良事業

計画を定めたので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地

改良事業計画書の写しを縦覧に供する。

平成２１年８月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・東温地区）計画書の写

し

２ 縦覧期間

平成２１年８月５日から９月１日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁及び川内支所

�������
�愛媛県告示第１０１６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

東温市上村、志津川及び井内地域に係る県営土地改良事業計画を定

めたので、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業

計画書の写しを縦覧に供する。

平成２１年８月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・東温地区）計

画書の写し

２ 縦覧期間

平成２１年８月５日から９月１日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁及び川内支所

�������
�愛媛県告示第１０１７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

東温市上村地域に係る県営土地改良事業計画を定めたので、同条第

５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書の写しを縦

覧に供する。

平成２１年８月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（農業用道路整備事業・東温地区）計画書の

写し

２ 縦覧期間

平成２１年８月５日から９月１日まで

３ 縦覧場所

東温市役所本庁

�������
�愛媛県告示第１０１８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条第１項の規定により、

東温市樋口及び志津川地域に係る県営土地改良事業計画を定めたの

で、同条第５項の規定により、次のとおり当該土地改良事業計画書

の写しを縦覧に供する。

平成２１年８月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ほ場整備事業・東温地区）計画書の写し

２ 縦覧期間

平成２１年８月５日から９月１日まで

３ 縦覧場所

第１１回 年 月 日 千円

第１２回 年 月 日 千円

変更後

の償還

方法

償還期日 金額 変更後

の償還

方法

償還期日 金額

省略 省略

第１０回 省略 第１０回 省略

第１１回 年 月 日 千円

第１２回 年 月 日 千円

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則（以下「改正後の貸付規則」という。）第２条第１項の表第１号から第７号までの項及び同

条第３項の表第３号の項の規定は、この規則の施行の日以後に貸付けの決定を行う経営等改善資金及び青年漁業者等養成確保資金の貸付

金の限度額及び償還期間について適用し、同日前に貸付けの決定を行った経営等改善資金及び青年漁業者等養成確保資金の貸付金の限度

額及び償還期間については、なお従前の例による。

３ この規則施行の際現に改正前の愛媛県沿岸漁業改善資金貸付規則様式第１号から様式第３号まで、様式第５号、様式第７号及び様式第

８号の規定により提出されている書類は、改正後の貸付規則様式第１号から様式第３号まで、様式第５号、様式第７号及び様式第８号の

規定により提出された書類とみなす。
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東温市役所本庁

�������
�愛媛県告示第１０１９号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２１年８月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１０２０号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１１条第１項の規定に基づき、

区画漁業の免許の内容たるべき事項等を次のように定める。

平成２１年８月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 免許番号、免許の内容たるべき事項、地元地区及び制限又は条

件

� ア 免許番号 宇特区第３５０号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市坂下津、白浜地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ、エオ、オＤ、Ｂカ及びカアの７直

線とＢＤ間の最大低潮時海岸線から１０メートルの線とに

よって囲まれた区域

基点 Ａ 宇和島市白浜１８４番地新田北角の標識

Ｂ 宇和島市白浦黒鼻西端

Ｃ 宇和島市坂下津外海老崎丙１番７新田東角

Ｄ 宇和島市坂下津甲１８番地の３地先前桟橋付

根

Ｅ 宇和島市坂下津愛媛県水産研究センター魚

類検査室前護岸標識

Ｆ 宇和島市坂下津戎山水底線陸揚室

点 ア Ａから宇和島市百之浦漁港西防波堤突端見

通し線とＦから宇和島市石応漁港東防波堤突

端見通し線との交点

イ Ｆから宇和島市石応漁港東防波堤突端見通

し４７０メートルの点

ウ Ｅから真方位２９７度３０分見通し４６０メート

ルの点

エ ＥからＣ見通し３５０メートルの点

オ Ｄから宇和島市大浦甲２１７９番地の１９西角見

通し線とＣからＥ見通し線との交点

カ Ａから宇和島市百之浦漁港西防波堤突端見

通し５０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦、旧宇和

海村地区を除く。）

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

� ア 免許番号 宇特区第３５１号

イ 免許の内容たるべき事項

� 漁業種類、漁業の名称及び漁業時期

漁 業 種 類 漁 業 の 名 称 漁 業 時 期

第１種区画漁業
魚類小割式養殖

業

１月１日から

１２月３１日まで

� 漁場の位置 宇和島市白浜地先

� 漁場の区域

アイ、イウ、ウエ及びエアの４直線によって囲まれた

区域

基点 Ａ 宇和島市白浜漁港防波堤付根

Ｂ 宇和島市白浜漁港防波堤突端

Ｃ 宇和島市坂下津戎山水底線陸揚室

点 ア Ａから宇和島市本九島東防波堤突端見通し

線とＣから宇和島市石応漁港東防波堤突端見

通し線との交点

イ Ｂから宇和島市百之浦西防波堤突端見通し

線とＣから宇和島市石応漁港東防波堤突端見

通し線との交点

ウ Ｂから真方位６度３０分見通し１６０メートル

の点

エ Ａから宇和島市本九島東防波堤突端見通し

１６０メートルの点

ウ 地元地区 宇和島市（津島町、吉田町、同三浦、旧宇和

海村地区を除く。）

エ 制限又は条件

� 漁具の設置を示す標識を設置しなければならない。

２ 免許予定日

平成２２年１月１日

３ 申請期間

平成２１年８月４日から平成２１年１１月１６日まで

４ 存続期間

平成２２年１月１日から平成２６年３月３１日まで

�������
�愛媛県告示第１０２１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、鬼北町から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２１年８月４日

愛媛県南予地方局長 高 魚 貞 利

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

農業用用排水施設整備事業 平山第２地区 平成２１年３月２４日

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 大宿地区 平成２０年１月３１日

農地保全事業 大宿地区 平成２０年２月１２日

農業用道路整備事業 大宿地区 平成２０年２月１２日

農業用用排水施設整備備事業 大宿地区 平成２０年３月２０日

愛 媛 県 報平成２１年８月４日 第２０８８号

７４２



正 誤

�正 誤

平成２１年７月２４日付け第２０８５号愛媛県告示第９８４号（農地保有合

理化事業の実施に関する規程の変更の承認）中

ページ 箇 所 誤 正

７１０ 表中
承認年月日欄 平成２０年７月１４日 平成２１年７月１４日

平成２１年８月４日 発行

愛 媛 県 報平成２１年８月４日 第２０８８号

７４３


